国土交通省所管市町村公共土木施設災害復旧事業事務取扱要領

第１節　総　則
　（趣旨）
第１　この要領は、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号。以下「法」という。）、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令（昭和26年政令第 107号。以下「令」という。）、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行規則（昭和26年建設省令第10号。以下「規則」という。）、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法事務取扱要綱（昭和31年12月10日付け建設省河発第 114号。以下「要綱」という。）及び公共土木施設災害復旧事業査定方針（昭和32年７月15日付け建河発第 351号。以下「方針」という。）に基づき、市町村が行う国土交通省所管災害復旧事業の実施について知事が委任を受けた事務の執行に関して必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２　この要領において「災害」又は「災害復旧事業」とは、法第２条に規定する災害又は災害復旧事業をいい、「公共土木施設」とは、法第３条及び令第１条に規定する公共土木施設をいう。

第２節　災害報告
　（被害報告表による報告）
第３　市町村長は、公共土木施設について災害が生じたときは、被害報告表（「災害報告について（平成10年４月17日付け建設省河防海発第84号建設省河川局防災・海岸課長通知）」別記様式）により、その災害状況を直ちにＦＡＸ等により所轄の建設事務所長（以下「建設事務所長」という。）に報告するものとする。

２　市町村長は、国土交通省河川局防災課から災害報告を求められた時（災害体制時）においては、指定された報告時期までに被害報告表のほか次の各号に掲げる資料をＦＡＸにより建設事務所長に報告するものとする。

(1) 通行規制の道路一覧

(2) その他必要に応じて、被災箇所の状況調書（「災害体制時及び緊急時の災害報告について（平成９年５月29日付け事務連絡建設省河川局防災・海岸課建設専門官通知)｣様式―２）及び大規模な公共土木施設被害復旧状況（同通知様式―３）

３　市町村長は、災害発生直後又は発生のおそれがあるとき（緊急時）においては、次の各号に掲げる事項を電話（第一報は必ず電話連絡）するとともにＦＡＸ（インターネット可）により災害第１報（前項の通知様式―４）を建設事務所長に報告するものとする。

　　また、可能な場合は、現場写真等をインターネットで送付するものとする。

(1) 災害により死者又は重傷者が発生した場合の状況

(2) 災害により相当数の住家が全壊又は半壊した場合の状況

(3) 災害を原因とする避難勧告が発令された場合の状況

(4) 災害による被害発生のマスコミ報道がなされた場合の状況

(5) 災害復旧工事現場における事故が発生した場合の状況

(6) その他市町村長が必要と判断した事項 
４　建設事務所長は、市町村長から前３項の報告があったときは、随時取りまとめの上、知事に報告するものとする。

　（文書による報告）
第４　市町村長は、災害の発生後５日以内に災害報告書（様式１）に最終の被害報告表を添付して建設事務所長に報告するものとする。

　　なお、市町村長は、災害報告書の内容を訂正する必要がある場合は、災害の発生後20日以内に、様式１により建設事務所長に訂正報告をするものとする。
２　建設事務所長は、市町村長から前項の報告があったときは、当初報告については発生後７日以内に、訂正報告については発生後25日以内に取りまとめの上、知事に報告するものとする。

第３節　査　定
　（事前打合せ）
第５　市町村長は、次の各号に掲げる事項に該当する場合は、災害査定前に国土交通省河川局防災課長（以下「防災課長」という。）と打合せを行うための資料を知事に提出するものとする。

(1) 要綱第３第２号ト及び第15の２第２号に掲げる一定計画の下に施行する工事（以下「一定災」という。）として申請する箇所

(2) 査定前に緊急に施行する必要のある箇所で国庫負担申請額が１千５百万円以上となるもの

(3) 工事竣功後１年に満たないもの

(4) 降雨又は地すべりに起因して発生した施設災害で、地すべり防止対策を主体とした復旧工法を用いるもので国庫負担申請額が３千万円以上となるもの

(5) 要綱第３第２号ホの越水させない原形復旧を適用するもの

(6) 橋梁災害復旧工事（補強的な工事及び現況が１スパンで原形復旧の場合を除く）

(7) ダムに係る災害

(8) 流木の堆積に係る災害

(9) 特殊な災害や特殊な構造物

(10)方針第15の２第１項に該当する（保留）箇所

２　知事は、前項の資料の提出があったときは、速やかに防災課長と打合せを行い、その結果を市町村長に通知するものとする。

　（設計単価及び歩掛表）
第６　市町村長は、令第６条第２項に規定する災害復旧事業費（以下「事業費」という。）の決定を申請しようとするときは、知事が提供する設計単価及び歩掛を使用するものとする。
　（国庫負担申請（査定申請））
第７　市町村長は、災害復旧事業の事業費の決定を受けようとするときは、国庫負担申請書（様式２）及びあらかじめ知事が通知する関係書類を期日までに建設事務所長に提出するものとする。

２　建設事務所長は、前項の書類の提出があったときは、取りまとめの上、知事に提出するものとする。

３　知事は、災害復旧事業の目論見書（規則別記様式第２）、箇所図（要綱第18第１項第１号）、気象資料（同項第２号）及び災害総計表（要綱別記第２第１表）を作成し、国庫負担申請書と併せて国土交通大臣へ進達するものとする。

　（災害査定の準備等）
第８　市町村長は、査定の期日までに災害復旧工事設計書（規則別記様式第３）等関係書類及び査定現場の準備をするとともに、査定を受けるときは、市町村の職員が立会うものとする。
　（事業費及び国庫負担率の決定通知）
第９　知事は、国土交通大臣から事業費の決定及び国庫負担率の通知があったときは、遅滞なく市町村長に通知するものとする。

第４節　災害復旧工事の実施等

　（実施箇所の決定）
第10　市町村長は、災害復旧事業を実施しようとするときは、市町村公共土木施設災害復旧事業箇所要望調書（様式３、以下「箇所要望調書」という。）を建設事務所長に提出するものとする。
２　建設事務所長は、箇所要望調書の提出があったときは、公共土木施設災害復旧事業市町村別実施額調（様式４）に取りまとめの上、箇所要望調書と併せて知事に報告するものとする。
３　知事は、前項の報告に基づき、当年度の国庫負担金の配分見込額を勘案の上、実施箇所を決定し、市町村公共土木施設災害復旧事業箇所調書（様式５、以下「箇所調書」という。）により市町村長に通知するものとする。

４　前３項の規定は、前項の実施箇所の決定の内容の変更について準用する。
　（国庫負担金の内定通知、交付申請及び決定通知）
第11　知事は、国土交通大臣から国庫負担金の交付の予定について通知を受けた場合は、速やかにその国庫負担金交付額を市町村長に通知するものとする。
２　市町村長は、前項の通知に係る国庫負担金の交付を申請しようとするときは、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担金交付申請書（様式６）に、既に交付決定通知を受けた国庫負担金の変更交付を申請するときは、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担金変更交付申請書（様式７）に、箇所調書の写し及び当該事業費に関する予算書の謄本を添付して、速やかに知事に申請しなければならない。
また、前年度施越施行分並びに負担率差額及び再調査差額がある場合は、施行年度の歳入歳出決算書及び当年度歳入予算書の謄本を添付するものとする。

なお、施越施行分については、原則として再調査年度以降でなければ国庫負担金の対象とならないものとする。
３　知事は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、国庫負担金の交付について決定し、市町村長に通知するものとする。
　（国庫負担事業の予算編成及び経理）
第12　災害復旧事業の予算の編成は、次の科目を例とする。

　(1) 歳入予算
　　　(款)国庫支出金　(項)国庫負担金　(目)災害復旧費国庫負担金
                                      (節)公共土木施設災害復旧費

　(2) 歳出予算
      (款)災害復旧費　(項)公共土木施設災害復旧費
      　　　　(目)土木施設災害復旧費  (節)平成○年公共災害復旧費
２　事業費の区分及び内容は、毎年度国土交通省河川局長から通知される「平成○年度河川局所管国庫補助事業に係る補助金等交付申請及び実施承認について（災害復旧事業に係るものを除く。）」の別表第２に準ずるものとする。

３　災害復旧事業の事務費については、前年度における支出額が限度額を下回っている場合であっても、以降の年度においてその差額を支出することはできないものとする。

また、施越工事に係る事務費は、施越施行年度以降に支出することはできないものとする。

　（実施計画協議）
第13　市町村長は、次の各号に掲げる災害復旧事業を実施しようとする場合は、公共土木施設災害復旧事業実施（変更）計画協議書（「公共土木施設災害復旧事業の実施計画協議について（昭和50年４月１日付け建河防発第69号建設省河川局防災課長通知）」別記様式１）に積算資料、図面、写真を添付して知事に提出し、協議するものとする。

(1) 方針第15に規定する協議設計（実施保留）とされた事業

(2) 令第４条第１項に規定する工事費が１億５千万円以上である事業

(3) 一定災及び地すべりに起因する工事で前号の工事費が５千万円以上である事業
(4) 他の事業と合併して施行する事業（ただし、他事業が単年度で完了するものを除く。）

２　前項第２号及び第３号に掲げる事業及び第１号に掲げる事業のうち「事業の実施にあたっては年度別協議を行う」旨の条件を付された事業は、実施年度ごとに当該年度実施計画の協議を前項に準じて行うものとする。

３　知事は、前２項の関係書類が提出されたときは、意見を付して防災課長に進達し、協議の結果を市町村長に通知するものとする。
　（実施協議の申出）
第14　市町村長は、災害復旧工事を実施しようとするとき又は施工中の箇所の実施設計を変更しようとするときは、あらかじめ公共土木施設災害復旧工事実施（変更）協議申出書（様式８）に実施（変更）設計書を添付して建設事務所長に提出するものとする。
２　建設事務所長は、市町村長から前項の申出書の提出があったときは、その内容を審査し、適当であると認められる場合においては、公共土木施設災害復旧工事実施（変更）協議同意書（様式９）により市町村長に通知するものとする。
　（着手、契約変更、中止の報告）
第15　市町村長は、工事を着手、工期の延長又は変更契約若しくは中止したときは、速やかに次に掲げる書類を建設事務所長に提出するものとする。
  (1) 着手（契約変更）報告書（様式10）
  (2) 工事一時中止報告書（様式11）
　（設計変更協議の申出）
第16　市町村長は、事業費の決定の基礎となった設計を変更（令第７条第１項に規定する軽微な変更の場合を除き、他事業との合併施行の場合を含む。）しようとするときは、公共土木施設災害復旧事業設計変更協議申出書（様式12）に、災害復旧事業変更設計書（規則別記様式第４）、変更理由書、変更対照表、決定設計書の写し及び変更の事由を明らかにする写真その他の資料を添付して知事に提出するものとする。
２　知事は、前項の申出があった場合は、意見を付して国土交通大臣に進達し、これに対する変更の同意があったときは、市町村長に通知するものとする。
３　市町村長は、前項の同意の通知があったとき及び軽微な変更をしようとするときは、当該変更設計（同意の条件により、更に設計内容を変更した場合を含む）により、第14の実施協議を行うものとする。

　（工事の執行）
第17　災害復旧工事の施行は、市町村長の定めるところによる。

２　災害復旧工事の写真は、次のとおり整備するものとする。

(1) 着手前の状況　　復旧延長の起点及び終点に標識を立て、その前後の未被災部分を含めて被害状況を明瞭に撮影し、起点、終点及び復旧延長を赤字で表示すること。
(2) 工事中の状況  イ　しゅん工後外部から明視できないものは、工程に従い、箱尺、ポール、巻尺等を使用して、構造が判断できるように撮影すること。裏込胴込等の状況写真には、位置について「天端から○ｍ下り」「測点○号付近」と記載すること。
ロ　石積等の場合は、必ず二重丁張を実施し、表丁張と裏丁張との間隔が判断できるように、箱尺、ポール、巻尺等を使用して撮影すること。
ハ　主要な構造物及びしゅん工後明視できない構造物は、形状寸法が確認できるように、箱尺、ポール、巻尺等を使用して撮影すること。
(3) 材料の形状寸法　工事用材料等で、形状寸法の確認が必要と判断されるものについては、使用前に箱尺、ポール、巻尺等を使用して撮影すること。
(4) しゅん工の状況　全影（起点、終点及び延長）、法長、天端巾、その他必要と認められる構造物について、形状寸法が確認できるように、箱尺、ポール、巻尺等を使用して撮影し、赤字で表示すること。
　（工事の指導監督）
第18　建設事務所長は、必要に応じて、災害復旧工事の施行に立会い、監督又は検査を行い、市町村長に対して指示できるものとする。
　（事業の廃止）
第19　市町村長は、災害復旧事業を廃止したときは、遅滞なく廃止報告（規則別記様式第５）を知事に提出しなければならない。

２　知事は、前項の報告の提出を受けたときは、遅滞なく国土交通大臣に進達するものとする。

　（しゅん工確認検査）
第20　市町村長は、災害復旧工事がしゅん工したときは、15日以内にしゅん工報告書（様式13）にしゅん工写真を添付して建設事務所長に報告するものとする。
２　建設事務所長は、しゅん工報告書が提出されたときは、遅滞なく現地及び書類の検査を行うものとする。この場合において、露出していない部分について工事箇所の一部を破壊して検査できるものとする。
３　建設事務所長は、前項の検査の結果、適当と認めたときはしゅん工確認書（様式14）により市町村長に通知するものとする。

なお、工事が出来高不足又は粗漏の場合にあっては、建設事務所長は、市町村長に対し期限を指定して工事の一部若しくは全部の手直し又は補強工事の施行を指示し、また書類が不備である場合にあってはその整備を指示するとともに、その旨知事に報告するものとする。
　　なお、市町村長は、当該指示に基づく工事の施行にあたっては、第15から17までの規定を準用するものとする。

４　市町村長は、前項により指示された事項について、工事等が完了したときは、手直し等完了報告書（様式15）を建設事務所長に提出し、検査を受けなければならない。

　（未竣功工事防止の報告）
第21　市町村長は、年度内に災害復旧工事を完成することが困難と判断される箇所については、繰越事務手続を執らなければならない。

なお、建設事務所長は、市町村が繰越承認の手続をとることなく、年度経過後も引き続き災害復旧事業を施行すること（未竣功工事）のないよう指導するものとし、その結果を毎年別に通知する日までに知事に報告するものとする。

　（完了予定期日変更の報告）

第22　市町村長は、交付決定通知書に記載された予定の期間内に災害復旧事業が完了しない場合、又は事業の遂行が困難となった場合において、事業の完了予定期日を変更しようとするときは、完了予定期日変更報告書（様式16）により、知事に報告するものとする。
第５節　国庫負担金の請求及び成功認定
　（国庫負担金の支払請求）
第23　市町村長は、交付決定を受けた国庫負担金を請求しようとするときは、別表の「手続区分」欄に掲げる区分により「書類名」欄に掲げる書類を、「付記」欄に掲げる事項について留意の上、支出官（長野県出納長）に提出するものとする。
　（国庫負担金の返還）
第24　知事は、市町村が災害復旧事業を施行せず、又は国庫負担金をその目的に反して使用したときは、その施行しない部分を交付せず、若しくは返還させ、又は目的に反して使用した部分を返還させることができる。

２　市町村長は、成功認定前に受入済の国庫負担金に剰余が生じたことが判明したときは、遅滞なく公共土木施設災害復旧事業費国庫負担金概算還付申出書（様式21）により、知事に概算還付を申出なければならない。
３　市町村長は、前２項の規定により国庫負担金の返還を命ぜられたときは、支出官（長野県出納長）から発せられる納入告知書により返還するものとする。
 （残存物件の取扱い）
第25　市町村長は、発生の年を同じくする災害復旧事業が全部完了した場合において残存物件があるときは、「補助事業等における残存物件の取扱いについて（昭和34年３月12日付け建設省会発第74号建設事務次官通達）」により算出した残存価額に国庫負担率を乗じて得た額を返還するものとする。

　　なお、市町村長は、残存物件を継続して使用しようとするときは、成功認定の申請に併せて、残存物件継続使用承認申請書（様式22）を知事に提出するものとする。
　（精算箇所調書の提出）
第26  市町村長は、別に通知する日までに市町村公共土木施設災害復旧事業精算箇所調書（様式23）を知事に提出するものとする。

　（成功認定の申請）
第27　市町村長は、災害復旧事業の完了の日の属する国の会計年度の翌年度の６月末日までに、次に掲げる各号の成功認定を知事に申請するものとする。

なお、知事は、成功認定の該当年災をあらかじめ通知するものとする。

(1) 一部成功認定　一の年災に係る災害復旧事業が全部完了しない場合において、当該年度内に完了した工事に係る事業費についてのみ国庫負担金の額を確定することをいう。

(2) 全部成功認定　一の年災に係る県内全市町村の災害復旧事業が全部完了した場合において、当該事業費全体についての国庫負担金の額を確定することをいう。
２　市町村長は、成功認定を申請しようとするときは、次に掲げる書類

を年災ごと、交付決定年ごとに別葉とし、知事に提出するものとする。
(1) 公共土木施設災害復旧事業の一部成功認定申請書（様式24又は様式25）
(2) 公共土木施設災害復旧事業の全部成功認定申請書（様式26）
(3) 公共土木施設災害復旧事業一部（又は全部）成功表（規則別記様式第６第１表又は第２表）

(4) 公共土木施設災害復旧事業成功箇所表（同第３表）

(5) 災害復旧事業費精算表（「公共土木施設災害復旧事業成功認定の取扱いについて（昭和49年12月24日付け建設省河防発第 159号建設省河川局長通知）」別記様式第２第３表）

(6) 災害復旧事業国庫負担金受入額調書（同通知別記様式第２第４表）

(7) 災害復旧事業事務費基本額算定表（同通知別記様式第２第５表）

(8) 災害復旧事業事務費明細表（同通知別記様式第２第６表）

(9) 工法等変更箇所調書（「公共土木施設災害復旧事業成功認定のための書類の整備について（昭和58年８月５日付け建設省河防発第86号建設省河川局防災課長通知）」別記様式第４表）

(10)用地費に係る未登記箇所調書（同通知別記様式第５表）

(11)災害復旧事業費決算内訳表（様式27）
３　知事は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、又は必要な実地検査若しくは書類検査を行うものとする。

また、知事は、国庫負担金の額を確定したときは、成功認定書を市町村長に送付するものとする。
第６節　雑　則
　（再調査）
第28　再調査については、「過年発生災害復旧事業の再調査要綱について（昭和57年３月29日付け建河防発第39号建設省河川局長通知）」によるものとし、知事は、申請に必要な事項について別に通知するものとする。

　（書類の整備）
第29　市町村長は、災害復旧事業の施行にあたって、次の各号に掲げる書類等を整備しておかなければならない。
(1) 災害復旧工事関係書類は、原則として工事箇所ごとに別冊とし、次のとおり発生順に編さんするものとする。
　  ①　査定設計書　②　実施協議申出書及び実施設計書　③　実施協議同意書

　　④　施行伺　⑤　入札調書　⑥　予定価格調書　⑦　入札書又は見積書

　　⑧　請負契約書　⑨　着手・契約報告書　⑩　前金払支払関係書類

　　⑪　部分払支払関係書類　⑫　工事延長願　⑬　工事中止命令書

　　⑭　工事中止報告　⑮　変更協議申出書及び変更設計書　⑯　変更協議同意書

　　⑰　変更請負契約書　⑱　契約変更報告書　⑲　しゅん工報告書

　　⑳　しゅん工確認書　　工事請負金精算関係書類　　しゅん工書類

　　　その他参考書類（気象状況等）
(2) 国庫負担金関係は、施行年度ごとに別冊とし、次のとおり編さんするものとする。
　　①　内定通知書　②　国庫負担金交付申請書　③　国庫負担金交付決定通知書

　　④　国庫負担金請求関係書類
(3) 工事台帳
(4) 残存物件台帳（様式28）
(5) 災害報告及び査定関係書類
(6) 収支関係書類
(7) 証拠書類（領収書、出張命令簿、賃金台帳等）

　（書類の経由）
第30　市町村長が国土交通大臣、知事又は支出官（長野県出納長）あて提出する書類は、法令等に特別の定めがあるもののほか、建設事務所長を経由するものとする。
　（書類の提出部数）
第31　この要領により市町村長が提出する書類の部数は、別に通知する場合を除き、次の各号のとおりとする。
  (1) 国土交通大臣あて提出するもの　　　　　　３部
　(2) 知事あて提出するもの　　　　　　　　　　２部
　(3) 建設事務所長あて提出するもの　　　　　　１部
　(4) 支出官（長野県出納長）あて提出するもの  ３部
　　　附　則
１　この取扱要領は、平成15年度施行災害復旧事業から適用する。
２　次の通達ならびにこれに基づく通知は廃止する。
　　建設省所管市町村公共土木施設災害復旧事業事務取扱要領（昭和45年４月１日付け45監第７号）

